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ブルガリア月報【２０１7 年 7月】 

平成２９年８月 

在ブルガリア日本国大使館 

概観 

【政治・社会】

・３日，ラデフ大統領とボリソフ首相が会談し，安全保障分野の強化等について議論した。

・３１日，法務省は，汚職対策・不法取得資産没収法案を公表した。 

 

【外 政】 

・１３日，ボリソフ首相はギリシャのテッサロニキで開催されたブルガリア・ギリシャ・セルビア

３カ国首脳会合に出席し，チプラス・ギリシャ首相及びブチッチ・セルビア大統領と会談を行った。

会談では，インフラ，エネルギー及び地域安全保障分野における３カ国の協力についての議論が行

われた。 

・２４日，ザハリエヴァ副首相兼外相はバルカン諸国外遊を開始した。１カ国目としてセルビアを

訪問し，ブチッチ大統領を表敬訪問した。２６日，２カ国目としてアルバニアを訪問し，メタ大統

領表敬及びラマ首相との会談を行った。



【経 済】

・１日，エネルギー・水規制委員会は，家庭用電気料金を平均１．５％値上げすることを決定した。

また，本年第３四半期の天然ガスの価格を，家庭用１％，産業用１．９１％値上げすることを決定

した。

・１０日，欧州統計局は，１７年１月１日付けのブルガリアの人口は７１０万１９００人であるこ

とを発表した。 



この月報はブルガリア各種メディアの報道等をとりまとめたものであり，在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するものではあ

りません。

政治・社会 

１． 内政 

（１）法改正の動き 

◆司法関係職能団体への外国からの資金援助

を禁じる法改正の動き 

１９日，裁判官，検察官，予審判事及び裁判所

職員による職能団体が外国から資金援助を受ける

ことを禁止する規定を含む司法機関法改正案が，

国民議会の第一読会で賛成１１６，反対６，棄権

５２で可決された。

同禁止規定は，「ブルガリアの欧州における発展

のための市民（ＧＥＲＢ）」及び統一愛国者の議員

が国民議会に提出した後，ブルガリア裁判官連盟，

ブルガリア法律家連盟，ブルガリア検察官連盟，

野党等から批判を受けていた。

ツァチェヴァ法相はＥＵ加盟国からの資金援助

は認めるよう禁止規定の緩和を求め，ツァツァロ

フ検事総長及びボリソフ首相も同様の立場を表明

していた。ザハリエヴァ司法改革担当副首相兼外

相は，禁止規定自体に反対していた。

２６日，ＧＥＲＢは，同禁止規定を司法機関法

改正案から削除することを発表した。

２７日，同禁止規定が削除された司法機関法改

正案が国民議会の第二読会で最終可決された。同
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改正案は，重大な犯罪で訴追された司法関係者は

罷免される，司法関係者に自らが所属するＮＧＯ

等の申告を義務付ける，高等司法評議会メンバー

は任期終了後に戻る司法関係ポストを自ら選択で

きる等の内容を含んでいる。



◆汚職対策法案提出に向けた動き 

３１日，法務省は，汚職対策・不法取得資産没

収法案を，パブリックコメントを募るために公表

した。同法案は，ブルガリア国民及びＥＵから制

定が強く望まれていたものであり，政府高官の汚

職を取り締まる単一の独立機関として，「汚職対

策・不法取得資産没収委員会」を創設することを

定めている。

これに先立つ２９日，ブルガリア社会党（ＢＳ

Ｐ）のニノヴァ党首は，ＢＳＰの発端であるブル

ガリア社会民主党の創立（１２６周年）を祝う恒

例のブズルジャでの集会で，汚職を取り締まる新

たな機関についての議論を８月に開始すべきだと

党員に呼びかけた。同党首は，新たな機関は国家

保安庁の汚職対策局を分離・独立して発足させ，

長官は大統領が任命することを提案した。



（２）その他

◆ラデフ大統領とボリソフ首相との会談 

３日，ラデフ大統領とボリソフ首相による会談

が行われた。同会談はボリソフ首相の申し入れに

より行われ，安全保障分野の強化，司法改革，軍

装備の近代化及び国際情勢について話し合われた。

両首脳は，安全保障分野の要員の士気を高め，

軍装備の近代化を加速させることに関する５月３

０日の大統領付属国家安全保障諮問評議会におけ

る決定の重要性を確認した。

また，両首脳は，市民の司法に対する期待に応

え，汚職対策を効果的に進める必要性で一致した。

ボリソフ首相は，ラデフ大統領がハイレベルの汚

職対策に取り組む単一の組織の設置を主張してい

ることを称賛した。

 

 

◆給与引き上げを求める警察官によるデモ 

５日，内務省の記念日に際し，同省の職員がソ

フィア中心部で数時間にわたりデモを行った。数

千人の警察官等が国民議会前に参集し，給与引き

上げ及び制服の購入費支給を含む妥当な労働条件

の確保を要求した。

１８日，ソフィアで警察官によるデモが再び行

われた。内務省前に参集した警察官は，同省が約

束した２０１８年からの給与引き上げではなく，

２０１７年からの給与引き上げを要求した。



◆マレシュキ「ヴォリャ」党首の訴追 

１３日，マレシュキ「ヴォリャ」党首（国民議

会副議長）は，自らが不正取引，強要等の容疑で

訴追されたことをメディアに明らかにした。

マレシュキ党首は，薬局ビジネスの展開に当た

り圧力を用いてはおらず，自らの容疑について証

言する証人はいないとし，自分は政治的圧力の犠

牲者であると発言した。



◆「ツム・ゲート」調査報告の発表 

１８日，高等司法評議会（ＳＪＣ）は，ツァツ

ァロフ検事総長と２人の著名なビジネスマンの会

合に関するいわゆる「ツム・ゲート」スキャンダ

ルの調査報告を発表し，同会合自体は司法関係者

の倫理規定に違反するものではないとした。ＳＪ

Ｃ監査局は，司法機関法違反を裏付ける証拠が不

十分であることから本件に関する調査を中止する

ことを１０日に決定していた。

【参考】「ツム・ゲート」スキャンダル

ガス分野の有力実業家で「セガ」紙等のメディ

アも保有するサショ・ドンチェフ氏が，３月２１

日に行われたソティル・ツァツァロフ検事総長と

の会合の席上，「セガ」紙による同検事総長を風刺

した漫画掲載等に関して同検事総長から圧力をか

けられたと暴露したことが４月に流出した動画に

より判明。ツァツァロフ検事総長はドンチェフ氏

による暴露内容を否定するとともに，同会合では

むしろドンチェフ氏から自らに対して，天然ガス

の供給・販売に関する事件でエネルギー・水規制
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委員会を捜査している担当検察官に圧力をかける

よう要請されたと主張。

同会合は，プロヴディフ国際見本市の主要株主

であり，実業家ながらＢＳＰ執行評議会メンバー

を務めるゲオルギ・ゲルゴフ氏が所有する「ツム」

デパート内の事務所で行われたことも判明。ゲル

ゴフ氏は同会合に同席しており，ツァツァロフ検

事総長の主張を支持。ゲルゴフ氏は，スキャンダ

ルに関与したとしてニノヴァＢＳＰ党首からＢＳ

Ｐ執行評議会メンバーを辞任するよう求められ，

同メンバーを辞任。



◆ボリソフ首相の大統領選に関する発言 

２９日，ボリソフ首相はヴァルナで開催された

欧州人民党（ＥＰＰ）の学生組織である「欧州民

主学生」による夏期大学の参加学生を前に，２０

１６年１１月の大統領選でＧＥＲＢが敗北したの

は，勝利したくなかったからだと発言した。

ボリソフ首相は，民主主義には権力の明確な分

立が重要であるとし，ある党がどんなに優れてい

て民主的であっても，大統領府，国民議会，行政

府及び地方で（同時に）権力を握ることは民主主

義にとって良くないと説明した。同首相は，（その

場合）確かに統治はしやすくなるが，党自身にと

って危険であると述べた。



２． 外政 

（１）対ＥＵ関係 

◆ボリソフ首相によるコール元独首相の葬儀

参列 

１日，ボリソフ首相はストラスブールの欧州議

会議事堂で行われたヘルムート・コール元独首相

の葬儀に参列した。葬儀には世界中から著名な政

治家が参列した。



◆ガブリエル新欧州委員の承認 

４日，ストラスブールの欧州議会においてブル

ガリア出身のガブリエル新欧州委員（デジタル経

済・社会担当）の就任に対する信任投票が行われ，

賛成多数で信任された。

今後，欧州議会がＥＵ理事会に投票結果を送付

し，ＥＵ理事会による任命の後，７月１２日より

欧州委員としての仕事に従事することになる。ガ

ブリエル新欧州委員は３人目のブルガリア出身欧

州委員となり，任期は２０１９年半ばまでとなる。



◆ボリソフ首相によるヴェイユ元欧州議長の

葬儀参列 

５日，ボリソフ首相はマクロン仏大統領の招待

により，パリで行われたシモーヌ・ヴェイユ欧州

議会初代議長の葬儀に参列した。

 

◆２０１８年前半ＥＵ議長国プログラム第一

案の採択 

１２日，閣僚評議会は２０１８年前半のブルガ

リアＥＵ議長国のプログラム第一案を採択した。

ブルガリアＥＵ議長国プログラムは，Ｃから始

まる３つの単語（「３Ｃ」ｓ）に集約され，各キー

ワードに含まれる内容は以下のとおりである。

１．コンセンサス（Consensus）：安全保障，過激

化・急進化の防止，移民・難民，司法，西バルカ

ン諸国の将来，ドナウ川及び黒海地域の持続的・

一体的アプローチ。 

２．競争力（Competitiveness）：単一市場，中小

企業及び起業支援，経済発展，雇用創出，経済・

通貨同盟の発展，持続的自然環境，効率的エネル

ギー同盟。 

３．結束（Cohesion）：複数年財政計画，成長及び

雇用への投資，２０２０年以降の結束政策と欧州

構造・投資基金の将来，共通農業政策の単純化及

び近代化，文化遺産。

最大限の社会的合意を得るという観点から，プ

ログラム内容に関して国民議会，社会・経済パー

トナー，学術界，ＮＧＯ等により多角的に検討さ

れる予定である。

政府はパヴロヴァＥＵ議長国担当大臣に対し，

プログラム第一案を国民議会において説明し，２

０１７年後半のエストニアＥＵ議長国終了時に同

議長国から引き継ぐプログラムも含め，欧州理事

会事務局長と調整を行い，最終テキストを２０１
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７年１２月末までに閣僚評議会に提出するよう命

じた。



◆カタイネン欧州委員会副委員長のブルガリ

ア訪問

２１日，カタイネン欧州委員会副委員長（雇用・

成長・投資・競争力担当）はブルガリアを訪問し，

ボリソフ首相，国民議会経済政策委員会等と会談

を行った。

ボリソフ首相は，欧州経済の競争力は２０１８

年のブルガリアＥＵ議長国の３つの基本メッセー

ジに含まれる事項であると述べた。また，ＥＵ基

金のおかげでブルガリアはソフィア地下鉄拡張工

事等の公共利益のためのプロジェクトを多く実施

できているとも述べた。

カタイネン副委員長は，ＥＵが今後議論すべき

主要事項は，安全保障レベル，将来の経済・通貨

同盟及びＥＵ予算であるとし，部分的にＮＡＴＯ

と重複するＥＵの安全保障活動は変更が必要であ

るとした。さらに，防衛はすべて加盟国に委ねら

れているため，欧州委員会は前進のための助力と

なるだけであり，ＥＵ軍というアイディアは遠い

将来のことであると述べた。

カタイネン副委員長は，ブルガリアは２０１８

年のＥＵ議長国時にＥＵ予算策定に参加すること

になるが，ＥＵ基金への拠出超過国と受給超過国

との間のバランスは重要であり，ブルガリアは欧

州委員会だけでなく，他の加盟国についても考慮

する必要があると述べた。



（２）対バルカン諸国関係

◆ラデフ大統領のモンテネグロ訪問

１１日，ラデフ大統領はブヤノビッチ・モンテ

ネグロ大統領の招待により２日間の日程でモンテ

ネグロを訪問した。 

ラデフ大統領は，西バルカン諸国のＥＵ及びＮ

ＡＴＯ加盟はバルカン地域の安定，安全保障及び

経済発展にとって重要な前提条件となると述べた。

また，ブルガリアはＥＵ議長国期間中に，加盟基

準を満たしている国に欧州統合のはっきりとした

見通しを与えるよう主張していくつもりであり，

モンテネグロはその中でも最も前進が見られる国

であると述べた。

ブヤノビッチ大統領はラデフ大統領に対し，モ

ンテネグロのＮＡＴＯ加盟へのブルガリアの支持

に謝意を表明した。また，西バルカン諸国が２０

１８年前半のブルガリアＥＵ議長国の優先事項で

あることに喜びを示した。

 

◆ブルガリア・ギリシャ・セルビア３カ国首

脳会合の開催

１３日，ボリソフ首相はギリシャを訪問し，チ

プラス・ギリシャ首相及びブチッチ・セルビア大

統領と三者会談を行った。主要議題は，ドナウ川

から黒海沿岸を通りテッサロニキへとつながる鉄

道計画，ブルガリア・ギリシャ天然ガス相互接続

管計画を含む３カ国のエネルギー協力及び交通・

輸送，移民・難民問題を中心とした地域安全保障

であった。

ボリソフ首相は，我々３人が集まればより大き

な力を発揮することができ，ブルガリア，ギリシ

ャ及びセルビアだけでなく他の西バルカン諸国の

経済発展にも寄与できると述べた。

チプラス・ギリシャ首相は，セルビアの欧州統

合への支持を表明し，ブチッチ・セルビア大統領

はブルガリアとギリシャによるセルビアへの支持

に対し謝意を表明した。



◆ボリソフ首相とトゥドセ・ルーマニア首相

との電話会談

１７日，ボリソフ首相はトゥドセ・ルーマニア

首相と電話会談を行った。

ボリソフ首相は，トゥドセ首相の就任に祝意を

表明し，両首相は相互に関心のあるプロジェクト

の実現に向けて積極的に協働していくことを表明

した。

両首相は，カイナルジャ（ブルガリア北東部）

－リプニツァ（ルーマニア南東部）間国境検問所

の開通について協議した。同国境検問所はすでに

インフラ整備が行われているが稼働に至っていな
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いため，トゥドセ首相は問題解決に向けて必要な

方策をとると約束した。また，両首相は，ブルガ

リアＥＵ議長国の重要事項であるブルガリア及び

ルーマニアのドナウ川・黒海戦略における協力の

可能性についても議論した。

両首相は，本年９月に両国政府間共同閣議を開

催することで一致した。

 

◆ザハリエヴァ副首相兼外相のセルビア訪問 

２４日，ザハリエヴァ副首相兼外相はバルカン

外遊の最初の国としてセルビアを訪れ，ブチッ

チ・セルビア大統領を表敬訪問した。

ブチッチ大統領は，ブルガリアによるセルビア

のＥＵ加盟支持に対し謝意を表明した。また，セ

ルビアがＥＵ加盟を目指すのは民主的で透明性の

高い社会を実現したいが故であると述べた。

ザハリエヴァ外相は，西バルカン諸国はブルガ

リアＥＵ議長国の最優先事項であるとし，セルビ

アのＥＵ加盟に要する期間を明らかにできるよう

努力すると述べた。

２６日，ザハリエヴァ外相は，クブロヴィッチ

法相及びブルナビッチ首相ともそれぞれ会談を行

った。

 

◆ザハリエヴァ副首相兼外相のアルバニア訪

問

２６日，ザハリエヴァ副首相兼外相はバルカン

諸国外遊の２カ国目としてアルバニアを訪問し，

メタ大統領を表敬したほか，ラマ首相及びブシャ

ティ外相との会談を行った。

ザハリエヴァ外相はメタ大統領に対し，アルバ

ニアの司法改革及び組織犯罪対策を称賛すると述

べ，ブルガリアのＥＵ議長国期間（２０１８年１

月－６月）が終了する前にアルバニアがＥＵ加盟

交渉を開始する政治的決定がなされる可能性があ

ると述べた。また，２０１７年７月から２０１９

年６月まで半期ごとにＥＵ議長国を務めるエスト

ニア，ブルガリア，オーストリア及びルーマニア

はＥＵ拡大を支持する国々であるため，この２年

間が大きなチャンスであると述べた。

メタ大統領は，我々はブルガリアの支持を頼り

にしており，同時に西バルカン諸国へのＥＵ拡大

に向けたブルガリアの努力に感謝していると述べ

た。



◆ブルガリア・マケドニア善隣友好条約署名

に向けた動き

２６日，ブルガリア・マケドニア善隣友好条約

の条文案が閣僚評議会において承認され，同日，

条文案が外務省ホームページに掲載された。本条

約の署名は８月１日にスコピエにおいて行われる

予定である。

ボリソフ首相は，マケドニア共和国との善隣友

好条約への署名は，欧州の価値観に基づいた現代

的な善隣関係を両国間に構築したいというブルガ

リアの願いの表れであると述べた。また，ボリソ

フ首相は，ザーエフ・マケドニア首相のソフィア

訪問及びブルガリア・マケドニア共通の歴史に向

けた立場の表明は，隣国関係における新たな精神

を作り出すための最初の一歩であると述べた。

２６日の閣議終了後，ボリソフ首相はルービン

駐ブルガリア米国大使と会談を行い，ルービン大

使は，ブルガリア・マケドニア善隣友好条約への

署名に向けたブルガリア・マケドニア両政府の努

力を米国は強く支持すると述べた。

２７日，ブルガリア国民議会においてブルガリ

ア・マケドニア善隣友好条約署名の支持に関する

投票が行われ，賛成２０６，反対０の満場一致で

本条約署名への支持が承認された。さらに，国民

議会は本条約の署名が行われ次第，批准プロセス

を開始する用意が整っている旨を表明した。



（３）二国間外交

◆ガンドゥール・スーダン外相のブルガリア

訪問 

２７日，ガンドゥール・スーダン外相はブルガ

リアを訪問し，ザハリエヴァ副首相兼外相及びグ

ラフチェフ国民議会議長とそれぞれ会談を行った。

両国の外相会談は，１９８９年にブルガリアと

スーダンが外交使節を相互に設置して以来，初の
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外相会談であった。

ザハリエヴァ外相は，スーダンは豊富な天然資

源を有する国であり，将来性が見込まれる鉱業，

農業，食料生産，ＩＴセクター及び電力生産の５

分野において協力強化を図ると述べた。 

ガンドゥール外相は，両国の外交関係樹立から

６０年が経過し，ともに大きな状況の変化があっ

たが，二国間関係は前進し続けると述べた。また，

２０１８年にＥＵ議長国を務めるブルガリアには

アフリカ諸国との協力関係発展に向けてＥＵを導

いていくことを期待するとし，スーダンは欧州・

アフリカ関係安定の架け橋となり得ると述べた。

グラフチェフ議長は，二国間関係は伝統的に良

好であり，ブルガリアの対スーダン友好議員連盟

が様々なレベルにおける二国間関係活性化に貢献

すると述べた。 



（４）その他 

◆北朝鮮による弾道ミサイル発射に関するブ

ルガリア外務省声明の発出 

５日，ブルガリア外務省は公式ホームページに

北朝鮮によるミサイル発射を非難する声明を発出

した。 

声明において，ブルガリア外務省は，２０１７

年７月４日の北朝鮮による大陸間弾道ミサイル発

射に対し，非難を表明した。また，国連の安保理

決議に対する一連の重大な違反行為は，朝鮮半島

の緊張を一段と高め，当該地域のみならず世界的

な安全保障の脅威となっているとした。続けて声

明は，北朝鮮に対し，朝鮮半島の非核化と北東ア

ジアの平和・安定のため，国際社会との建設的対

話の再開を約束することを呼びかけた。

さらに，ブルガリア共和国は北朝鮮に対し，地

域における緊張を高めるようなあらゆる行為を慎

むことを強く求め，北朝鮮は国連安保理決議の結

果である国際約束を遵守し，ただちにそして永久

に，包括的かつ不可逆的な方法をもって核及び弾

道ミサイル計画を終結させなければならないとし

た。また，国際社会に対し，北朝鮮における今後

の核及びミサイル計画の発展を阻止するため注力

するよう呼びかけ，ブルガリアは国連安保理の緊

急招集の必要性を認識しており，適切な解決策を

見出すための当該地域情勢に関する今後のＥＵの

議論を支持すると述べた。

 

◆ブルガリア大使会議の開催 

１９日，ソフィアにおいてブルガリア大使会議

が開催され，ボリソフ首相及びザハリエヴァ副首

相兼外相がスピーチを行った。 

ボリソフ首相は，バルカン諸国とバルカン地域

外の国々とをつなぐインフラの必要性に鑑みて，

欧州第８回廊の建設は喜ばしいと述べた。 

ボリソフ首相は，現在，トルコストリームと直

結するパイプラインをブルガリアへ引くための交

渉開始許可に関して欧州委員会からレターを待っ

ていると明かした。天然ガス相互接続管に関して

は，ルーマニアとの間では準備が整っており，ト

ルコ，セルビア及びギリシャとの間で建設計画が

進行していると述べた。

ザハリエヴァ外相は，難民問題に関して，長期

的解決になり得るのはダブリン合意の改正のみで

あると述べた。また，シェンゲン領域参加は最優

先事項であり，ＥＵ議長国に就任する今こそ単一

通貨同盟への参加に向け，ＥＲＭ２の導入に挑戦

するべき時であると述べた。

ザハリエヴァ外相は，ブルガリアＥＵ議長国期

間に英国のＥＵ離脱交渉が重要な局面を迎えると

予想されており，特に英国における欧州市民の権

利に関する交渉において問題が起きないことを願

うと述べた。

ザハリエヴァ外相は，ブルガリアＥＵ議長国の

最優先事項である西バルカン諸国の欧州統合にお

いて，ブルガリアは地域統合の中心として動いて

いかなければならないとし，ＥＵ議長国期間終了

までに西バルカン諸国のＥＵ統合への計画と道筋

を用意できるよう尽力すると述べた。また，マケ

ドニア共和国との善隣友好条約は８月上旬までに

署名されるという見通しを明かした。
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３．軍事・安全保障 

◆ボリソフ首相及びルービン駐ブルガリア米

国大使のレクチャー

７日，ボリソフ首相及びルービン駐ブルガリア

米国大使はアトランティック・クラブ主催「アト

ランティック・ディスカッション」において安全

保障に関するレクチャーを行った。

ボリソフ首相は，国防費が増大している今こそ

ＥＵは集団的メンバーとしてＮＡＴＯに加盟すべ

きであり，国防費ＧＤＰ比２％という目標にとも

に到達すべきであると述べた。このアイディアは

異端的であるが，じきに現実になると付言した。

ボリソフ首相は，８月上旬署名予定のブルガリ

ア・マケドニア善隣友好条約は，モンテネグロに

続いてマケドニアがＮＡＴＯに加盟するために重

要であり，ブルガリアはマケドニアのＮＡＴＯ加

盟を支持するとした。

ボリソフ首相は，国民議会等で議論されている

戦闘機の購入に関し，ブルガリアは中古ではなく

新造の戦闘機を購入すべきであると述べた。

ルービン米国大使は，ブルガリアの軍備の近代

化はブルガリアの主権により決められる問題であ

るとしつつ，ブルガリアが従来のミグ戦闘機に代

わる戦闘機を購入するにあたって，最終的かつ全

体的なコスト及び戦闘機の能力を考える必要があ

るとした。当該機種の実戦経験や，米国，ＮＡＴ

Ｏ同盟国及び近隣国の戦闘機との相互運用・適合

性も考慮する必要があると述べ，米国はブルガリ

アの軍備増強及び安全保障能力向上を支援する用

意があると述べた。

 

◆アフガニスタンへのブルガリア軍の増派

２６日，ブルガリア政府はアフガニスタンにお

けるＮＡＴＯミッションにブルガリア軍兵士５０

名を増派することを決定したと発表した。

アフガニスタンにおける政治・軍事情勢の困難

さを踏まえ，ＮＡＴＯはミッションの要員と派遣

地域を見直し，参加国への増派要請を行った。ブ

ルガリア政府はこれに応え，「確固たる支援」ミッ

ションに１１０名の兵士を派遣する既存の決定を

改訂した。これにより，アフガニスタンに派遣さ

れるブルガリア軍部隊の人数は５０名増え，１６

０名となる。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

経 済 

１． マクロ経済 

◆少子高齢化による人口減少 

１０日，欧州統計局は，ブルガリアの人口が減

少していることを発表した。２０１６年１月１日

で７１５万３８００人であったが，１７年１月１

日には７１０万１９００人に減少し，１０００人

当たり７．３人の減少となった。

ブルガリアは，２０１６年にはＥＵの中で出生

率が最も低い国の一つと数えられており（１００

０人当たり９．１人），イタリア，ポルトガル，ギ

リシャ，スペイン，クロアチア（同じく７．８～

９．０人）がより出生率が低い国となっている。

２０１６年にはＥＵで死亡率が最も高い国はブ

ルガリアとなっており（１０００人当たり１５．

１人），ラトビア，リトアニア，ルーマニア，ハン

ガリーが続いている。ブルガリアは人口成長がＥ

Ｕ内で最も低い国となった（１０００人当たりマ

イナス６．０人）。

 

◆６月の失業率は６．８％ 

１４日，雇用庁は６月の失業率が６．８％であ

ったと発表した。５月との比較では０．３％低い

数字となっており，昨年同月との比較では１．６％

低くなっている。

６月時点の失業者数は２２４，１６７人であり，

５月と比較して９，６６２人減少している。昨年

同月との比較では，５０，１０９人減少している。



◆所得の国内地域間格差増大 

２４日，市場経済研究所とブルガリア地理情報

社が実施した所得分析により，ブルガリア国内に
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おける所得の地域間格差が増大していることが明

らかになった。

２００１年から２０１６年の世帯１人あたりの

平均年間所得は１年につき２４０レヴァ，１カ月

につき２０レヴァ増大し，２０１６年には５，１

６７レヴァに達した。

ソフィアの２０１６年の１人あたりの年間所得

は７，３４９レヴァと最も高く，一方でヴィディ

ン，キュステンディル，スリヴェン，シリストラ

及びタルゴビシュテは最も低く，年間４，０００

レヴァを下回っている。最高及び最低平均年間所

得の差は２０００年が１．８倍，２０１６年が２．

１倍であり，ピークは２０１３年の２．５倍とな

っている。



２．経済政策，産業 

（１）エネルギー関連 

◆電気，天然ガス及び地域暖房の値上げ 

１日，エネルギー・水規制委員会は，１日付け

で家庭用電気料金を平均１．５％値上げすること

を決定した。ソフィア市を含むブルガリア西部を

カバーするＣＥＺ社が配電する地域では２％の値

上げとなる。

同時に，本年第３四半期の天然ガスの価格は，

家庭用で１％，産業用で１．９１％の値上げとす

ることを併せて決定した。また７月１日付けで，

地域暖房の価格を，エネルギー源によって異なら

せることとし，ソフィア市においては，天然ガス

をエネルギー源とする地域暖房の場合は２％の値

上げ，石炭による場合には０．９８％の値上げを

行うこととした。



◆ギリシャとのエネルギー大臣会合 

１０日，ペトコヴァ・エネルギー相は，ギリシ

ャのスタタキス・エネルギー環境相とソフィアで

会談し，南東欧における天然ガスの供給源多様化

に関連して意見交換を行った。ペトコヴァ大臣か

らは，両国間の天然ガス相互接続管について，本

年秋には建設契約を行い，来年後半に建設が開始

される見通しであることを述べ，ＥＵ基金から追

加で３千５百万ユーロが確保できた旨紹介した。

これに対し，スタタキス大臣から，ＥＵ基金から

１千２００万ユーロを確保したとの発言があった。 

今次スタタキス大臣のブルガリア訪問に併せ，

ブルガリアがブルガリア・エネルギー公社を通じ

て，ギリシャのアレクサンドロポリに建設を予定

しているＬＮＧターミナルへの参加についての検

討を行うワーキンググループが開催された。ＬＮ

Ｇターミナルは，来年第１四半期に最終の投資決

定がなされ，２０２０年第１四半期に運用が開始

される予定となっている。



◆セルビアとのエネルギー大臣会合 

１１日，ペトコヴァ・エネルギー相は，セルビ

アのアンティッチ・エネルギー鉱業大臣と面会し，

双方に関心のあるエネルギープロジェクトや両国

の天然ガス相互接続管について意見交換を行った。

本年１月には両省間で相互接続管建設について

の覚書が署名されているが，ペトコヴァ大臣から

はバルカン・ガスハブ建設プロジェクトの現状の

ほか，南ガス回廊，トルコストリーム，ＬＮＧタ

ーミナルといったその他の天然ガス供給源がセル

ビアを含む地域にエネルギー安全保障を確保する

ことを説明した。

また本件会合中，ブルガルガスとセルビアガス

の代表者は，両国間の天然ガス輸送システムにつ

いての研究を進める覚書に署名した。



◆ワーウィック米国国務省国際エネルギー問

題特別調整官代理のブルガリア訪問 

１２日，ワーウィック米国国務省国際エネルギ

ー問題特別調整官代理がブルガリアを訪問し，ド

ンチェフ副首相及びペトコヴァ・エネルギー相と

会談した。双方は，ブルガリアとギリシャ間の天

然ガス相互接続管事業やノルドストリーム２，原

発燃料の供給源多様化やベレネ原発建設事情につ

いて議論を行った。

ワーウィック特別調整官代理は，欧州における

エネルギー源や供給ルートの多様化についての事

業といった欧州のエネルギー政策についてのコミ
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ットメントを表明し，その他出席者も南東欧にお

ける両国のエネルギー安全保障にかかる協力につ

いて議論した。

またワーウィック特別調整官代理は，ザハリエ

ヴァ副首相兼外相にも面会し，ザハリエヴァ副首

相兼外相からは，南東欧のエネルギー安全保障や

アゼルバイジャンからの天然ガス輸送の重要性に

ついての指摘があった。



◆ブルガリア及びアゼルバイジャンのエネル

ギー部門における覚書の署名 

１８日，ブルガリアのブルガルトランスガスＥ

ＡＤ社及びアゼルバイジャンのＳＯＣＡＲ国営石

油会社は，今後の両国におけるさらなる天然ガス

供給ルート及びブルガリアを通じた南東欧市場へ

の供給の可能性を研究するための覚書に署名した。

署名は，ペトコヴァ・エネルギー相及びグルバノ

フ駐ブルガリア・アゼルバイジャン大使出席のも

とで行われた。

ＳＯＣＡＲ社は，南ガス回廊からブルガリアを

通じた欧州市場への天然ガス供給に関し，バルカ

ン・ガスハブの建設等，将来の発展の可能性を含

めてブルガルトランスガス社の技術・営業能力を

検討する用意があるとした。



◆ペトコヴァ・エネルギー相とシナウィ駐ブ

ルガリア・エジプト大使との会談 

１８日，ペトコヴァ・エネルギー相は，シナウ

ィ駐ブルガリア・エジプト大使と会談を行い，２

００９年に両国の間で署名された天然ガスに関す

る覚書の拡大の可能性について議論した。

ペトコヴァ・エネルギー相は，エジプトからの

天然ガス供給は，ブルガリアのみならず南東欧に

とって供給源多様化の機会となるという見方を示

した。なお，エジプトの天然ガス輸出は２０２０

年に開始される見込み。



◆ブルガリア，ギリシャ及びルーマニアのガ

ス会社による覚書の署名 

１９日，ブルガルトランスガスＥＡＤ社（ブル

ガリア），ＩＣＢＧ・ＡＤ社（ブルガリア），ＤＥ

ＳＦＡ・Ｓ．Ａ．社（ギリシャ），ＦＧＳＺ社（ハ

ンガリー），ＳＮＴＧＮトランスガスＳ．Ａ．社（ル

ーマニア）の計５社が垂直方向（南北方向）のガ

ス回廊実施計画に関する覚書に署名した。署名は，

ブカレストで開催された共同会合において行われ

た。

今回の覚書は，署名した５社が４カ国のネット

ワークにおいて天然ガスの相互接続管による供給

を確実なものとするための協力を目的としている。

さらに，本覚書は共通利益に基づいたプロジェク

ト及び他の必要なプロジェクトを共同あるいは単

体で行うことを促進するものでもある。



◆ドンチェフ副首相及びペトコヴァ・エネル

ギー相とリリアン駐ブルガリア・イスラエル

大使との会談 

２５日，ドンチェフ副首相及びペトコヴァ・エ

ネルギー相は，リリアン駐ブルガリア・イスラエ

ル大使と天然ガスの供給源及び供給ルートの多様

化に関するエネルギー戦略について議論を行った。

ブルガリアにベースを置いた欧州のガス分配ハ

ブであるバルカン・ガスハブの計画は，様々なガ

スの供給源を考慮に入れており，その点において，

ブルガリアはイスラエルからの供給ポテンシャル

に関心を持っている。イスラエルは２０１９年か

ら天然ガスの生産を開始する予定である。



（２）運輸部門 

◆夏期におけるトラック輸送制限 

４日，地方開発・公共事業省は，ブルガリア内

の高速道路の混雑緩和のため，ＴＩＲ条約に基づ

く国際トラック輸送を制限することを発表した。

本件制限は，直近の週末から実施されることと

され，ヘムス高速道路（ソフィア－ヴァルナ間：

一部建設中）では毎週金曜日の夕方５時から８時

まではＴＩＲトラックの走行が禁止され，同様の

車両は，トラキア高速道路のソフィア－プロヴデ

ィフ間でも制限が導入されることが想定されてい

る。
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◆ブルガリア国鉄による資金借り入れ返済 

１１日のブルガリア国鉄（ＢＤＺ）の発表によ

れば，２００８年末に行った車両入れ替えのため，

ＥＵＲＯＦＩＭＡ（鉄道車両のための欧州資金供

給会社）から調達していた４千万レヴァのうち，

最後の１３６５万レヴァを返済し終えたことを明

らかにした。数日前にも同４千万レヴァのうち，

５４９万レヴァを返済したところであったが，最

近の返済は，最近の国鉄立て直しのための改革に

よるところが大きいとしている。

ＢＤＺは２００９年末に８億４９００万レヴァ

の借り入れを行っていたが，その後の財政安定化

のための各種改革により，借り入れ額は現在３億

９３００万レヴァに縮小している。



（３）その他 

◆ラデフ大統領が憲法裁判所にＣＥＴＡの合

憲性に関する解釈を要求 

１８日，ラデフ大統領は憲法裁判所に対し，Ｅ

Ｕ・カナダＦＴＡ（ＣＥＴＡ）の合憲性について

の解釈を求めた。

解釈を要求されたのは，国際協定の批准・施行

条件に関する条文，ＥＵの問題へのブルガリアの

関与に関する条文，及び国の経済発展に関する条

文である。

ラデフ大統領は，ＣＥＴＡは国民議会の最大の

合意をもって批准されるべきであるとする一方で，

ＣＥＴＡに関する正確な情報を持つことはきわめ

て重要であると述べた。



◆コーポレート商業銀行資金流用事件の訴状

提出 

２０日，特別検察局はコーポレート商業銀行に

おける資金流用事件の訴状をソフィア市裁判所に

提出した。

コーポレート商業銀行は預金流出により２０１

４年６月に営業を停止し，同年１１月にブルガリ

ア中央銀行により営業免許が取り消された。営業

免許取消の時点で同銀行の負債は３７億レヴァで

あり，２０１５年４月，ソフィア市裁判所により

同銀行の破産が宣告された。筆頭株主であったツ

ヴェタン・ヴァシレフは２０１４年からセルビア

に逃亡したままである。

今回提出された訴状は，全体で２１万ページあ

り，５千ページにわたって１８人が告発されてい

る。訴状の作成に際し，４００人以上が証言し，

２７人の専門家が９０以上の報告を提出した。証

拠書類は１，３６０冊にまとめられた。

ゲシェフ特別検察局長は，同銀行は銀行としで

はなく筆頭株主個人の財布として機能していたよ

うだと述べ，営業免許は２０１１年に取り消され

るべきであったと述べた。また，筆頭株主のヴァ

シレフ氏と親しいとされたペエフスキ元国民議会

議員（ＭＲＦ）の名前はどこにも見あたらなかっ

たと説明した。

ヴァシレフ氏の弁護士であるボテフ弁護士は，

検察はヴァシレフ氏他１７人に対する訴状は膨大

な量のペーパーワークであるが，何がコーポレー

ト商業銀行を破産に導いたかをまだ明らかにして

いないと述べた。



◆カリアクラ地区における今後の建設行為の

禁止 

２１日，環境・水省は，ブルガリアの黒海沿岸

に位置するカリアクラ地区における今後の新規建

設行為を禁止するとした欧州委員会の審議結果を

発表した。

この審議はカリアクラ自然保護地区における風

力発電機の建設と関係して開始され，欧州委員会

との交渉の結果，ブルガリアは既存の風力発電機，

ゴルフコース，家屋，ホテル，保養地及びインフ

ラを撤去する必要はないが，今後の新規建設は禁

止されることとなった。

ブルガリアは２０１７年９月末までに，カリア

クラにおける既存の渡り鳥早期警戒システムが運

用可能であることを証明し，システム全体が完成

する期間を提示しなければならない。このシステ

ムを運用することにより，渡り鳥が通過する期間

は風力発電が停止することになる。
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ブルガリア内政・外交の動き(７月) 

  在ブルガリア大使館 

  

 

１（土） ☆ボリソフ首相によるコール元独首相の葬儀参列（於：ストラスブール） 

２（日）  

３（月）  

４（火）  

５（水） ☆ボリソフ首相によるヴェイユ元欧州議長の葬儀参列（於：パリ） 

６（木）  

７（金）  

８（土）  

９（日）  

10（月）  

11（火） ☆ラデフ大統領のモンテネグロ訪問（－１２日） 

12（水）  

13（木） ☆ブルガリア・ギリシャ・セルビア３カ国首脳会合へのボリソフ首相の出席 

（於：テッサロニキ） 

14（金）  

15（土）  

16（日）  

17（月） ☆ボリソフ首相とトゥドセ・ルーマニア首相との電話会談 

18（火）  

19（水）  

20（木）  

21（金） ★カタイネン欧州委員会副委員長のブルガリア訪問 

22（土）  

23（日）  

24（月） ☆ザハリエヴァ副首相兼外相のセルビア訪問 

25（火）  

26（水） ☆ザハリエヴァ副首相兼外相のアルバニア訪問 

27（木） ☆ガンドゥール・スーダン外相のブルガリア訪問 

28（金）  

29（土）  

30（日）  

31（月）  
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ブルガリア経済指標の推移（出典：国家統計局，中央銀行，財務省（日本）貿易統計） 
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ブルガリア主要経済指標 （出典：中央銀行） 

＜GDP成長率と国民一人当たりGDP>

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 Q1

GDP成長率 (％) 1.9 0.0 0.9 1.3 3.6 3.4 3.9

GDP per Capita (BGN) 10,673 11,162 11,275 11,561 12,001 12,996

＜財政収支＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 Q1

財政収支 （million BGN) -1,589.7 -262.5 -339.6 -4,559.0 -1,489.9 29.9 788.3

財政収支GDP比 (％ of GDP) -2.0 -0.3 -0.4 -5.5 -1.7 0.0 0.8

＜失業者数及び失業率＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 Jan Feb Mar Apr May June

失業者数 （千人） 342 376 386 351 329 261 270 270 262 249 234 224

失業率 （％） 10.4 11.4 11.8 10.7 10.0 8.0 8.2 8.2 8 7.6 7.1 6.8

＜消費者物価上昇率と月額平均賃金＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 Jan Feb Mar Apr May June

消費者物価上昇率 （％） 2.8 4.2 -1.6 -0.9 -0.4 0.1 1.3 0 -0.5 0.7 -0.3 -0.5

月額平均賃金 (BGN) 686 731 775 822 878 962 995 987 1036 1060 1035 1027

＜対外債務＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 Jan Feb Mar Apr May

政府部門対外債務 (million EURO) 4,205.0 4,578.9 4,062.2 6,552.0 5,999.9 7,257.7 7,184.2 7,034.6 7,017.4 6,992.5 7,033.0

民間部門対外債務 (million EURO) 32,089.8 33,134.6 32,873.4 32,786.4 27,947.3 27,384.7 26,766.1 26,979.5 27,163.9 27,119.8 27,135.5

＜対内直接投資と貿易収支＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 Jan Feb Mar Apr May June

対内直接投資 (million EURO) 1,476.3 1,320.9 1,383.7 1,160.9 2,534.8 701.7 -36.1 221.7 98.9 125.7 119.8

貿易収支（FOB-CIF) (million EURO) -4,688.9 -3,556.6 -4,020.7 -3,374.3 -2,514.3 -246.5 -191.4 -468.1 -397.3 -243.4 -139.5

輸出（FOB） (million EURO) 20,770.2 22,271.5 22,104.9 22,982.3 23,575.8 1,911.6 2,069.9 2,235.3 2,001.0 2,278.1 2,353.9

輸入（CIF） (million EURO) 25,459.1 25,878.1 26,125.7 26,356.6 26,090.2 2,158.1 2,264.3 2,703.4 2,398.3 2,521.2 2,493.4  


